
令和元年度

政策別コスト情報・

省庁別財務書類の概要

財務省



・文中における計数は、原則として単位未満を四捨五入としているため、合計額が一致しないことが
あります。
・単位未満の計数がある場合には｢０｣で表示し、該当計数が皆無の場合には｢－｣で表示しています。



財務省の任務と組織

大 臣 官 房

主 計 局

主 税 局

理 財 局

関 税 局

国 際 局

財務省の所掌事務の総合調整、人事・会計等の管理事務、所管行政に必要な各
種の調査・研究事務、政府系金融機関に関する制度の調査・企画・立案、地震再
保険に関する事務、金融危機管理に関する企画・立案、預金保険機構等の監督
等（544人）

・・・

・・・

（362人）

国の予算、決算及び会計に関する制度の企画・立案、作成等

（178人）

・・・ 内国税制度についての企画・立案、租税収入見積事務等

（367人）

本省内部部局

（191人）

・・・ 関税制度についての企画・立案、関税に関する国際協定の企画・立案、税関業務
の指導監督、貿易統計の作成事務等

・・・ 国庫制度、国債・地方債、貨幣の発行、財政投融資、国有財産、たばこ・塩事業、
日本銀行の業務・組織の適正な運営の確保等

（168人）

・・・
外国為替並びに国際通貨制度及びその安定に関する調査・企画・立案、国際収
支の調整、外国為替資金の管理・運用、外国為替相場に関する事務、経済協力
又は開発に関する国際機構に関する事務、海外投融資に関する事務等

外局

国 税 庁 ・・・ 内国税の賦課徴収、税理士制度の運営、酒類等の製造業者・販売業者の免許等

（55,903人）

財 務 局

税 関

国の予算の執行状況監査・調査、法人企業統計調査、たばこ事業等に関する監
督、財政融資資金の管理・運用、地方経済・地方財政の調査、国有財産の管理・
処分のほか金融庁長官から委任された地方民間金融機関等の検査・監督、証券
取引等に係る監視、有価証券届出書の審査、公認会計士試験の実施等（4,675人）

・・・

・・・

（9,617人）

関税・とん税・特別とん税等の賦課徴収、輸出入貨物・船舶・航空機・旅客の取締
り、通関業の許可、通関業者の監督、通関士試験の実施等

地方支分部局

施設等機関

財務総合政策研究所 ・・・

（62人）

財務省所掌の政策、内外財政経済に関する基礎的・総合的な調査・研究等

会計センタ ー ・・・

（34人）

電子情報処理組織による国の会計事務の処理、その実施に関する調査・研究等

関税中央分析所 ・・・

（24人）

輸出入貨物に関する高度の専門技術を要する分析等

税 関 研 修 所 ・・・

（35人）

財務省職員に対する税関行政に必要な研修の実施等

※ （ ）内は令和元年度末の予算定員。なお、財務省全体の令和元年度末の予算定員は72,160 人。

財務省は、健全な財政の確保、適正かつ公平な課税の実現、税関業務の適正な運営、国庫
の適正な管理、通貨に対する信頼の維持及び外国為替の安定の確保を図ることを任務とする。

任 務

組 織

（財務省設置法第３条）
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財務省の政策目標

・重点的な予算配分を通じた財政の効率化・質的改善の推進
・必要な歳入の確保
・予算執行の透明性の向上・適正な予算執行の確保
・決算の作成を通じた国の財政状況の的確な開示
・地方財政計画の策定をはじめ、地方の歳入・歳出、国・地方間の財政移転に関する事務の適切な遂行
・公正で効率的かつ透明な財政・会計に係る制度の構築及びその適正な運営

健全な財政の確保

・経済の好循環を確実なものとするための税制の着実な実施、我が国の経済社会の構造変化及び喫緊
の課題に応えるための税制の検討並びに税制についての広報の充実
・内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収
・酒類業の健全な発達の促進
・税理士業務の適正な運営の確保

適正かつ公平な課税の実現

・国債の確実かつ円滑な発行及び中長期的な調達コストの抑制

・財政投融資の対象として必要な事業を実施する機関の資金需要への的確な対応、ディスクロージャーの
推進及び機関に対するチェック機能の充実
・庁舎及び宿舎を含む国有財産の適正な管理・処分及び有効活用と情報提供の充実
・国庫金の効率的かつ正確な管理

国の資産・負債の適正な管理

・通貨の円滑な供給及び偽造・変造の防止
・金融破綻処理制度の適切な整備・運用及び迅速・的確な金融危機管理

通貨及び信用秩序に対する信頼の維持

・内外経済情勢等を踏まえた適切な関税率の設定・関税制度の改善等
・多角的自由貿易体制の維持・強化及び経済連携の推進並びに税関分野における貿易円滑化の推進
・関税等の適正な賦課及び徴収、社会悪物品等の密輸阻止並びに税関手続における利用者利便の向上

貿易の秩序維持と健全な発展

・外国為替市場の安定並びにアジア地域を含む国際金融システムの安定に向けた制度強化及びその適
切な運用の確保

・開発途上国における安定的な経済社会の発展に資するための資金協力・知的支援を含む多様な協力の
推進
・日本企業の海外展開支援の推進

国際金融システムの安定的かつ健全な発展と開発途上国の経済社会の発展の促進

・政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保
・地震再保険事業の健全な運営
・安定的で効率的な国家公務員共済制度等の構築及び管理
・日本銀行の業務及び組織の適正な運営の確保
・たばこ・塩事業の健全な発展の促進と適切な運営の確保

財務省が所管する法人及び事業等の適正な管理、運営の確保

※1 令和元年度政策評価実施計画で定めた各政策分野の目標を記載しています。
※2 財務省の「政策評価」に関する情報は、財務省ホームページに掲載しています。詳しくはこちらをご覧

ください。（https://www.mof.go.jp/about_mof/policy_evaluation/）
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政策と組織の関係

※ 各政策を主に担当している組織に「●」を記載しています。

政 策

本 省
地方局
・外局

（参考）
特別会計大

臣
官
房

主
計
局

主
税
局

関
税
局

理
財
局

国
際
局

財
務
局

税
関

国
税
庁

健全な財政の確保 ● ●

適正かつ公平な課税
の実現

● ●

国の資産・負債の適正
な管理

● ●
国債整理基金
財政投融資
東日本大震災復興

通貨及び信用秩序に
対する信頼の維持

● ●

貿易の秩序維持と健
全な発展

● ●

国際金融システムの
安定的かつ健全な発
展と開発途上国の経
済社会の発展の促進

● 外国為替資金

財務省が所管する法
人及び事業等の適正
な管理、運営の確保

● ● ●
地震再保険
東日本大震災復興
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政策別コスト情報とは

○ 政策別コスト情報とは、より一層の財務情報の充実を図る

ため、省庁別財務書類の業務費用計算書において人件費な

どの形態別に表示されている費用を、各省庁の政策評価項

目毎に配分して表示したセグメント情報として、平成21年度

決算分より作成・公表しているものです。

※省庁別財務書類については、Ｐ10をご参照下さい。

○ 政策別コスト情報は、予算書・決算書では共通経費として

一括計上されている人件費、物件費等を各政策へ一定の算

定方法により配分し、事業費と合わせて各政策の費用の全

体像を表します。

(注) 官房部局にかかる経費など、各政策へ配分されない経費については、「官房経費等」とし
て表示しています。

○ また、フローの情報だけではなく、政策によっては保有する

資産を活用して事務事業を行っているもののほか、政策に

かかるコストとして算入された減価償却費についても基とな

る資産があることから、政策に関連する主な資産（負債）をス

トック情報として表示しています。

※政策別のストック情報については、Ｐ9をご参照下さい。
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令和元年度政策別コスト情報の概要

• 令和元年度の財務省政策別コストの総額は、9兆4,488億
円となっています。

• このうち、主に国債の利子を計上している「3.国の資産・負

債の適正な管理」にかかるコストは8兆1,195億円であり、全

体の約9割を占めています。

（単位：億円）

１．健全な財政の確保

171 

２．適正かつ公平

な課税の実現

6,935 

３．国の資産・負債の適正な管理

81,195 

４．通貨及び信用秩序に

対する信頼の維持

165 

５．貿易の秩序維持

と健全な発展

1,244 

６．国際金融システムの安定的

かつ健全な発展と開発途上国

の経済社会の発展の促進

1,297 

７．政府関係金融機

関等の適正かつ効

率的な運営の確保

155 

８．地震再保険事業

の健全な運営

2,073 

９．安定的で効率的な国家公務員

共済制度等の構築及び管理

686 

官房経費等

567 

94,488
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政策別コストの経費別内訳

（単位：億円）

政策別コストの会計別内訳

政 策
コスト

合計

一般会計

特別会計 相殺消去
本省

地方局

・外局

1.健全な財政の確保 171 146 26 - -

2.適正かつ公平な課税の実現 6,935 32 6,904 - -

3.国の資産・負債の適正な管理 81,195 64,336 777 116,047 ▲99,964

4.通貨及び信用秩序に対する信頼の維持 165 165 - - -

5.貿易の秩序維持と健全な発展 1,244 54 1,190 - -

6.国際金融システムの安定的かつ健全な発展と開発途
上国の経済社会の発展の促進

1,297 908 - 388 -

7.政府関係金融機関等の適正かつ効率的な運営の確保 155 155 - - -

8.地震再保険事業の健全な運営 2,073 - - 2,073 -

9.安定的で効率的な国家公務員共済制度等の構築及び
管理

686 686 - - -

官房経費等 567 1,866 428 - ▲1,727

合 計 94,488 68,346 9,325 118,508 ▲101,691

（単位：億円）

政 策
コスト

合計 人件費
支払

利息

資産

評価損

補助金・
委託費
等

再保険
費・責任
準備金
繰入額

交付税特
別会計へ
の繰入

その他

1.健全な財政の確保 171 63 - - 0 - - 108

2.適正かつ公平な課税の実現 6,935 5,356 - - 20 - - 1,559

3.国の資産・負債の適正な管理 81,195 237 70,951 10,040 0 - 1,000 △1,033

4.通貨及び信用秩序に対する信
頼の維持

165 3 - - 0 - - 161

5.貿易の秩序維持と健全な発展 1,244 836 - - 0 - - 408

6.国際金融システムの安定的か
つ健全な発展と開発途上国の経
済社会の発展の促進

1,297 20 ▲1,208 0 879 - - 1,605

7.政府関係金融機関等の適正か
つ効率的な運営の確保

155 2 - - 152 - - 1

8.地震再保険事業の健全な運営 2,073 1 - - - 2,072 - 0

9.安定的で効率的な国家公務員
共済制度等の構築及び管理

686 3 - - 682 - - 1

官房経費等 567 365 - - 1 - - 201

合 計 94,488 6,886 69,744 10,040 1,735 2,072 1,000 3,011
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5,375

5,356

4,000

1,000

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

人件費

支払利息

資産評価損

補助金・委託費等

再保険費・責任準備

金繰入額

交付税特別会計への

繰入

その他

10,040

政策別コスト（経費別）の前年度比較

1.健全な財政の確保

3.国の資産・負債の
適正な管理

4.通貨及び信用秩序
に対する信頼の維持

5.貿易の秩序維持と
健全な発展

6.国際金融システムの
安定的かつ健全な発
展と開発途上国の経
済社会の発展の促進

7.政府関係金融機関
等の適正かつ効率的
な運営の確保

8.地震再保険事業
の健全な運営

9.安定的で効率的な
国家公務員共済制度
等の構築及び管理

官房経費等

2.適正かつ公平な
課税の実現

・ 「3.国の資産・負債の適正な管理」においては、平均金利の低下が続いていることに

より支払利息が減少した一方、資産評価損が増加したことなどにより、前年度に比べ
190億円増加し、8兆1,195億円となりました。
・ 「6.国際金融システムの安定的かつ健全な発展と開発途上国の経済社会の発展の
促進」においては、外貨証券の償還損の増加などにより、前年度に比べ918億円増加し、
1,297億円となりました。

（億円）

70,951

75,599

5,0000 73,000 78,000 83,000

167

171

6,833

81,195

6,935
81,385

152

1,229

379

155

165

1,244

1,297

151

1,899

659

593

2,073

686

567
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政策別コストの推移

96,401

85,543 85,631
81,385 81,195

6,705

6,742 6,626
6,833 6,935

112,058

96,308 97,104
93,447 94,488

△ 20,000

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

（億円）

１．健全な財政の確保

２．適正かつ公平な課税の

実現

３．国の資産・負債の適正

な管理

４．通貨及び信用秩序に対

する信頼の維持

５．貿易の秩序維持と健全

な発展

６．国際金融システムの安

定的かつ健全な発展と開

発途上国の経済社会の発

展の促進

７．政府関係金融機関等の

適正かつ効率的な運営の

確保

８．地震再保険事業の健全

な運営

９．安定的で効率的な国家

公務員共済制度等の構築

及び管理

官房経費等
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政策別のストック情報（主な資産等）

1.健全な財政の確保

3.国の資産・負債の適
正な管理

4.通貨及び信用秩序に
対する信頼の維持

5.貿易の秩序維持と健全
な発展

6.国際金融システムの
安定的かつ健全な発展
と開発途上国の経済
社会の発展の促進

7.政府関係金融機関等

の適正かつ効率的な運
営の確保

8.地震再保険事業の健全
な運営（負債）

9.安定的で効率的な国家

公務員共済制度等の構
築及び管理

官房経費等

2.適正かつ公平な課税
の実現

・ 「3.国の資産・負債の適正な管理」においては、地方公共団体や政策金融機関などへ

の財政融資資金貸付金などを資産に計上しています。一方、貸付の財源を調達するた
めに発行した財投債（公債）などを負債に計上しています。

・ 「6.国際金融システムの安定的かつ健全な発展と開発途上国の経済社会の発展の

促進」においては、過去の為替介入（円売り、外貨買い）により取得した外貨証券など
を資産に計上しています。一方、過去の為替介入時に円貨を調達するために発行した
外国為替資金証券（政府短期証券）を負債に計上しています。

（負債）

（負債）

（注） 各政策にかかるストックとして表示している資産（負債）については、仮に資産（負債）が個々の政策に
帰属すると整理したものを表示しており、計上額についても一定の仮定に基づいて算出しています。

117.3 

124.6 

109.4 

108.1 

5.8 

5.0 

13.4 

13.6 

74.8 

76.2 

92.2 

91.2 

28.7 

28.0 

0 50 100 150

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度

元年度

（兆円）

有価証券

貸付金

有形固定資産

出資金

その他の資産

政府短期証券

公債

預託金

その他の負債

0.2 

0.1 

0.5 

0.5 

0.3 

0.3 

3.7 

3.8 

0.3 

0.3 

0.3 

0.3 

1.7 

1.9 

0 1 2 3 4

30年度

元年度

30年度

元年度

30年度
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省庁別財務書類とは

○ 省庁別財務書類とは、各省庁の資産や負債などのストック

の状況、費用や財源などのフローの状況といった財務状況を

一覧でわかりやすく開示する観点から、企業会計の考え方及

び手法（発生主義、複式簿記）を参考として、平成14年度決

算分より作成・公表しているものです。

○ 省庁別財務書類は、一般会計と特別会計を合算して作成

しており、会計間の取引については、相殺消去をしています。

※合算している特別会計

・地震再保険特別会計

・国債整理基金特別会計

・外国為替資金特別会計

・財政投融資特別会計

（財政融資資金勘定、投資勘定、特定国有財産整備勘定）

・東日本大震災復興特別会計（財務省所管分）

○ また、参考として、各省庁の業務と関連する事務・事業を

行っている法人を連結した省庁別連結財務書類も作成して

います。

※省庁別連結財務書類については、P15をご参照ください。
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令和元年度省庁別財務書類の概要

• 令和元年度末における資産合計は361.1兆円、負債合計は
1,151.0兆円であり、資産と負債の差額である「資産・負債差
額」は▲790.0兆円となっています。

• 前年度末に比べ、資産が0.7兆円減少し、負債が13.2兆円
増加した結果、資産・負債差額は、13.9兆円悪化しました。

• また、令和元年度の業務費用合計は9.４兆円となっており、
前年度（9.3兆円）に比べ0.1兆円増加しています。

貸 借 対 照 表

（単位：兆円）

前年度末 元年度末 前年度末 元年度末

〈資産の部〉 〈負債の部〉

現金・預金 84.4 78.2 政府短期証券 74.8 76.2

有価証券 119.0 125.9 公債 981.4 994.6

貸付金 115.4 113.2 預託金 28.7 28.0

有形固定資産 6.9 7.0 その他 53.0 52.1

出資金 27.4 27.8 負債合計 1,137.8 1,151.0

その他 8.7 9.0 〈資産・負債差額の部〉

資産・負債差額 ▲ 776.1 ▲ 790.0

資産合計 361.8 361.1
負債及び資産・負
債差額合計

361.8 361.1

業務費用計算書

（単位：兆円）

前年度 元年度

支払利息 7.4 7.0

人件費 0.7 0.7

その他 1.2 1.8

合計 9.3 9.4
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 現金・預金 78.2兆円（対前年度末比▲6.3兆円）

マイナス金利の影響により引き続き日銀への貸付（日銀現先）を行っていない中、
翌年度の国債の償還のために発行する前倒債の発行額が前年度よりも減少したこ
となどにより、前年度末に比べ6.3兆円減少し78.2兆円となりました。

 有価証券 125.9兆円（対前年度末比＋6.9兆円）

過去の為替介入（円売り、外貨買い）により取得した外貨証券が、為替相場の変動
によって減少した一方で、保有残高の増加や時価によって評価差額が増加したこと
などにより、前年度末に比べ6.9兆円増加し125.9兆円となりました。

 貸付金 113.2兆円（対前年度末比▲2.2兆円）

地方公共団体等向けの財政融資資金貸付が減少したことなどにより、前年度末に
比べ2.2兆円減少し113.2兆円となりました。

資 産 361.1兆円（対前年度末比▲0.7兆円）

【現金・預金】
日本銀行預金及び外貨預金

【有価証券】

過去の為替介入（円売り、外貨買い）によ
り取得した外貨証券など

【貸付金】

地方公共団体や政策金融機関などへの財
政融資資金貸付金など

【有形固定資産】
庁舎などの国有財産や物品

【出資金】
政策金融機関や国際機関などへの出資金

【その他】

租税などの未収金やたな卸資産（売却予
定の土地など）、未収収益など
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政府短期証券 76.2兆円（対前年度末比＋1.4兆円）

外国為替資金証券が、前年度末に比べ1.4兆円増加し76.2兆円となり
ました。

公債 994.6兆円（対前年度末比＋13.3兆円）

建設国債が前年度末に比べ4.0兆円増加し280.5兆円、特例国債が前
年度末に比べ10.8兆円増加し587.3兆円となりました。また、財投債が前
年度末に比べ1.0兆円減少し91.2兆円となりました。

負 債 1,151.0兆円（対前年度末比＋13.2兆円）

【政府短期証券】

過去の為替介入時に円貨を調達するために
発行した外国為替資金証券

【公債】

歳出の財源を調達するために発行した建設
国債や特例国債、貸付の財源を調達する
ために発行した財投債など

【預託金】
財政融資資金に預託されているもの

【その他】

国庫余裕金の繰替使用残高や未払金、未
払費用、地震再保険の責任準備金、退職
給付引当金など
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費 用 9.4兆円（対前年度比＋0.1兆円）

【人件費】
職員の給与や退職給付引当金の繰入額など

【支払利息】

公債や政府短期証券などの資金調達に関し
て発生した利息

【その他】

減価償却費や事務費、委託費等、地震再保
険費、責任準備金繰入額、交付税特会への
繰入、資産評価損、資産処分損益など

支払利息 7.0兆円（対前年度比▲0.5兆円）

公債等の債務残高は増加していますが、平均金利の低下が続いてい
ることなどにより、前年度に比べ0.5兆円減少し7.0兆円となりました。

その他 1.8兆円（対前年度比＋0.6兆円）

資産評価損が増加したことなどにより、前年度に比べ0.6兆円増加し、
1.8兆円となりました。
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（参考）省庁別連結財務書類について

省庁別財務書類に財務省の業務と関連する事務・事業を行っ
ている法人の財務諸表を連結した省庁別連結財務書類を参考
情報として作成しています。

連 結 貸 借 対 照 表

（単位：兆円）

前年度末 元年度末 前年度末 元年度末

〈資産の部〉 〈負債の部〉

現金・預金 86.7 81.7 政府短期証券 74.8 76.2

有価証券 121.7 128.7 公債 979.9 993.2

貸付金 129.9 127.1 預託金 25.3 24.7

有形固定資産 7.8 7.8 その他 69.6 69.3

出資金 17.4 17.1 負債合計 1,149.6 1,163.3

その他 11.7 12.4 〈資産・負債差額の部〉

資産・負債差額 ▲ 774.5 ▲ 788.5

資産合計 375.2 374.9
負債及び資産・負
債差額合計

375.2 374.9

連結業務費用計算書

（単位：兆円）

前年度 元年度

支払利息 7.7 7.2

人件費 0.8 0.8

その他 1.7 2.3

合計 10.2 10.3
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連結対象法人の範囲と会計処理について

省庁別連結財務書類は、各省庁の業務と関連する事務・事業を行って
いる法人を連結対象としています。

この各省庁との「業務関連性」により連結する独立行政法人などは、
『各省庁が監督権限を有し、各省庁から財政支出を受けている法人』とし、
監督権限の有無及び財政支出の有無によって業務関連性を判断するこ
ととしています。

また、連結に際しては、本来であれば会計処理の基準を統一すること
が望ましいと考えられますが、事務負担などの観点から困難であるため、
基本的には、独立行政法人などの既存の財務諸表を利用し、独立行政
法人などに固有の会計処理について、連結に際して必要な修正を行った
上で連結することとしています。

※ 令和元年度省庁別連結財務書類における連結対象法人は
以下のとおりです。

〇特殊会社 4法人

・株式会社日本政策金融公庫

（国民一般向け業務勘定）

（信用保険等業務勘定）

（危機対応円滑化業務勘定）

・株式会社日本政策投資銀行

・輸出入・港湾関連情報処理センター株式会社

・株式会社国際協力銀行

〇独立行政法人 3法人

・酒類総合研究所

・造幣局

・国立印刷局

合計 7法人
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 現金・預金 81.7兆円（対前年度末比▲5.0兆円）

マイナス金利の影響により引き続き日銀への貸付（日銀現先）を行っていない中、
翌年度の国債の償還のために発行する前倒債の発行額が前年度よりも減少したこ
となどにより、前年度末に比べ5.0兆円減少し81.7兆円となりました。

 有価証券 128.7兆円（対前年度末比＋7.0兆円）

過去の為替介入（円売り、外貨買い）により取得した外貨証券が、為替相場の変動
によって減少した一方で、保有残高の増加や時価によって評価差額が増加したこと
などにより、前年度末に比べ7.0兆円増加し128.7兆円となりました。

 貸付金 127.1兆円（対前年度末比▲2.8兆円）

地方公共団体等向けの財政融資資金貸付が減少したことなどにより、前年度末に
比べ2.8兆円減少し127.1兆円となりました。

資 産 374.9兆円（対前年度末比▲0.3兆円）

【現金・預金】

日本銀行預金や外貨預金、連結法人の定
期預金など

【有価証券】

過去の為替介入（円売り、外貨買い）により
取得した外貨証券や連結法人が保有する
債券など

【貸付金】

地方公共団体などへの財政融資資金貸付
金や連結法人の貸付金など

【有形固定資産】

庁舎などの国有財産や物品、連結法人の
土地など

【出資金】
国際機関などへの出資金

【その他】

租税などの未収金やたな卸資産（売却予
定の土地など）、未収収益など
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公債 993.2兆円（対前年度末比＋13.3兆円）

建設国債が前年度末に比べ4.0兆円増加し280.5兆円、特例国債が前
年度末に比べ10.8兆円増加し587.3兆円となりました。また、財投債が前
年度末に比べ1.0兆円減少し91.2兆円となりました。

預託金 24.7兆円（対前年度末比▲0.6兆円）

財政融資資金への預託金が、前年度末に比べ0.6兆円減少し24.7兆
円となりました。

負 債 1,163.3兆円（対前年度末比＋13.7兆円）

【政府短期証券】

過去の為替介入時に円貨を調達するために
発行した外国為替資金証券

【公債】

歳出の財源を調達するために発行した建設
国債や特例国債、貸付の財源を調達するた
めに発行した財投債など

【預託金】
財政融資資金に預託されているもの

【その他】

国庫余裕金の繰替使用残高や連結法人が
発行した債券、未払金、未払費用、地震再
保険の責任準備金、退職給付引当金など
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費 用 10.3兆円（対前年度比＋0.1兆円）

【人件費】

職員の給与や退職給付引当金の繰入額
など

【支払利息】

公債や政府短期証券などの資金調達に関
して発生した利息

【その他】

減価償却費や事務費、委託費等、正味支
払保険金、地震再保険費、責任準備金繰
入額、交付税特会への繰入、資産処分損
益など

支払利息 7.2兆円（対前年度比▲0.5兆円）

公債等の債務残高は増加していますが、平均金利の低下が続いてい
ることなどにより、前年度に比べ0.5兆円減少し7.2兆円となりました。

その他 2.3兆円（対前年度比＋0.6兆円）

資産評価損が増加したことなどにより、前年度に比べ0.6兆円増加し、
2.3兆円となりました。

-19-


	表紙
	財務省の任務と組織
	財務省の政策目標
	政策と組織の関係
	政策別コスト情報
	省庁別財務書類
	（参考）省庁別連結財務書類



